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1.課 題

本稿の課題は、福祉先進国スウェーデンの所得再分配構造の分析を国民経済計算SNA(System

of National Accounts)統計を用いてマクロ経済レベルでおこなうことである。こうした課題設定

に関連して、あらかじめ次の2点について述べておく必要があろう。

第1は、この課題を遂行する方法についてである。国民経済計算レベルで所得再分配の構造分析

を行うことは、1993年 国際連合によるSNA体系の改定 1)の採択によつて、初めて可能になつた。

一国の一定期間の経済活動を理論的に把握し、それを整合的に記述するフレームワークを国民経

済計算体系 (SNA体系)と いう。国際連合はこの体系を統一的な国際基準として採択し、各国は国

際基準に従つて国民経済を記録するマクロ経済統計を整備する。こうした国際基準に準拠したマク

ロ経済統計が作成されることで経済活動の整合的な把握が可能になり、国民経済の経済分析、経済

政策とその効果分析、国際比較分析などを行うことが可能になる。このことは、逆に言えば、国民

経済を把握するフレームワークであるSNA体系の国際基準が、国民経済分析の枠組みや課題設定を

制約している、ということにもなる。そのために、SNAの国際基準は、世界経済、国民経済の発展

とそれに伴う課題の拡大等に応じて、順次改定されなければならない。

1993年のSNAの国際基準の改定は、1980年代から急速に進展した経済の国際化、金融自由化、高

度情報化 (IT化)な どの新たな発展に対し、旧来のSNA体系では十分に把握できない経済活動を

包括することを目的のひとつとしていた。

1993年の改定以前のSNA国際基準は1968年 に国際連合により採択されたことで、68SNAと か

SNA-68と 通称されていた。今次の改が NAも 、前回同様に93SNAと かSNA‐93な どと呼ばれている。

1993年のSNA国際基準の改定以降、各国の統計当局はSNA‐93に沿った国民経済計算体系の改定を

進めており、日本は2000年 10月末にSNA‐ 93基準への移行が完了した
②。1993年改定の背景には、経

済の急速なグローバル化・情報化や金融自由化による金融取引の拡大があり、こうした変化に対応

した国際取引勘定の改定や、コンピュータ。ソフトウェアを含めるなどのGDP概念の拡充などがお

こなわれた。

1993年国際基準改定のもうひとつの重要な変更は、各国の社会保障制度の発展・拡充にともなっ

て、所得の分配 。再分配 。使用を示す「所得支出勘定」が整備されたことである。SNA‐68ではひ

とつの勘定であった「所得支出勘定」が、SNA-93で は、後で詳しく説明するように、 4つの勘定

に分割され、それらを制度部門別に記録するように改定された。これはSNA-93の もっとも大きな

改定点である。これにより社会保障等にかかわる所得再分配による給付と負担が、経済全体の循環

の中に整合的に位置づけられたのである。最初に述べたように、この改定によって初めて国民経済

(1)UN,OECD et al.(1993)

(2)浜田 (2001).参照。
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の所得再分配構造の分析が、国民経済計算SNA統計を用いて可能になったのである。しかし、所得

再分配構造の分析のためにSNA統計が整備されたということと、それを利用する理論的な分析枠組

みを設計することは同じではない。本論で後述するように、所得分配。再分配の全体像を把握する

ためには、制度部門ごとの所得支出勘定を見比べるだけでは十分ではなく、経済分析上の新たな理

論的枠組みを構築する必要がある。こうしたフレームワークの設計が本稿の研究目的のひとつであ

る。

第 2の点は、SNA¨93の制度部門別の所得支出勘定を統合する理論的フレームワークを設計し、

その上で、スウェーデンのSNA統計を用いてスウェーデンの所得再分配構造をマクロ経済レベルで

分析する意義についてである:

福祉先進国スウェーデンについては、福祉、医療、社会保障、労働政策等のそれぞれ分野の先進

国 。先進ケースとして詳細な調査研究がおこなわれており、多くの成果が挙げられている0。 毎年、

多くの関連団体や研究者がスウェーデンを訪れ、関連省庁、政党、労働組合、地方自治体、関連施

設などの視察やヒヤリング調査を行っている。経済学の分野でも、社会政策 。福祉政策、労働政策、

環境政策、地方財政、地方自治体論などの研究者が福祉国家スウェーデンの詳細な調査研究を行っ

ている。一方、経済理論の研究者からは、高負担・高福祉の福祉国家が市場経済の高いパフォーマ

ンス (経済成長)と両立しうる理論的根拠にかんする関心が、福祉国家スウェーデンに対して常に

向けられてきた。

図 1.1:ス ウェーデンのGDP成長率 (1951～ 2004)
の
　
Ｆ

A“

A  AⅣ I  ′ ?4.3 .- A

、≠Ч
じ
γハAほ ／

／

Ｖ

Ｖ キ|ヽ/
ヽ
ｋ
ヽ
■

Ｖ
ど r

団 椰 4鰤 7輌 0蘭 3輌 6螂 9爾 2爾 5ti品 胡 4硼 7m買 13  1996  1999  2002

(3)ス ウェーデン研究のサーベイはここでの課題でない。経済関係のスウェーデン研究の概要については、REFERENCE参考
文献 1)～ 0つ等を参照。
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こうした福祉国家スウェーデンの研究におけるひとつの論点は、1980年代以降の急速な経済のグ

ローバル化の中で、福祉国家のスウェーデン。モデルといわれた仕組みや諸制度がさまざまな分野

で変わらざるを得なかつたが、それは、スウェーデン・モデルの「崩壊」を意味するのか、それと

も福祉国家モデルの「変容」なのかという問いである
“
L

1990年代初めには、スウェーデン経済は第2次大戦後初めて3年連続してマイナス成長を経験し、

その後、順調に景気回復したが (図 1.1参照)、 1990年代には福祉国家と経済成長の両立というス

ウェーデン。モデルの可能性が改めて問い直されることになった。さらに、スウェーデンは1995年

に欧州連合EUに加盟したことにより、一層の経済のグローバル化の波にさらされるとともに、EU

のメンバーとして福祉国家スウェーデンのありようが、間われている●し

本稿は、国民経済計算体系SNA‐93に準拠したスウェーデンのマクロ経済統計を用いてスウェー

デン福祉国家の所得再配分構造を分析することにより、福祉国家スウェーデンの変容をめぐる問題

に、マクロ経済分析の視点から接近しようというものである。

たとえば、「高福祉高負担」の福祉国家の指標のひとつとして、国民負担率=(租税負担十社会

保険料等の負担)/国民所得がある。国民負担率の定義や計算方法は他にいくつかありうるが、間

題は整合的なデータを用いているかどうかである。本稿でも第4節で、スウェーデンの国民負担率

を推計するが、その際、用いるデータは、SNA‐93に基づく国民経済循環に整合的なSNA統計によ

り試算することが重要であろう。スウェーデンのSNA統計は、SNA‐93と若干の相違点があるとし

ても、基本的にはSNA‐93に準拠しており、整合的な所得再分配構造の分析が可能である。SNA‐93

に準拠するスウェーデンSNA統計を用いて、マクロ経済の視点から所得再配分構造がどのように変

化したのかヽあるいは変化していないのかを明らかにすることができれば、スウェーデンの福祉国

家の「変容」の本質について一定の見通しを与えることがでる。その意味で、本稿は、スウェーデ

ン福祉国家の詳細なミクロ的研究だけでは捕捉することができない、福祉国家スウェーデンの全体

像とその変容を明らかにする試みである。

“

)4~R原編著 (2001)pp.9‐ 15.参照。

(5)ス ウェーデン国内では2006年総選挙を前に、社会民主党を中心とした左派政権と自由党・中央党 。キリスト教民主党など

の中道右派との間で、福祉国家のあり方を巡る議論がに盛んである。Roias(2001)は 、自由党の国会議員の一人として

『福祉国家を超えて』と題する冊子を著し「新自由主義」的な立場からの福祉国家論を展開している。
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2 SNA‐93における所得再分配と社会保障

本章では、国民経済計算の国際基準であるSNA-93に おける所得の発生・分配 。再分配・使用に

関する勘定体系の基本を確認し、SNA-93が社会保障の問題領域をどのようにカバーしているかを

明らかにする。第 1項では、SNA‐93の基本的な勘定体系を整理する。第2項では勘定体系に制度

部門の区別を導入し、制度部門別勘定体系による所得の配分 。再分配の基本構造をしめす。そして

第3項で、SNA‐93が社会保障の問題領域をどのようにカバーしているかを示す。

2.l SNA‐ 93の基本勘定体系③

国民経済の経済活動は生産、所得、消費等のフローと、資本ストックおよびとその変化に代表さ

れるストックとその変化の相互関係として把握される。そして、この相互関係を記述する国際基準

がSNA‐93である。国民経済の活動を記述するSNA-93の基本的な勘定体系は、 I生産と所得の発生、

Ⅱ所得分配、Ⅲ所得の使用を記録する次の3つの基本的な勘定から構成される。

I。 一定期間の国民経済の経済活動の成果である (粗)付加価値を把握する生産勘定 PrOduction

account。

Ⅱ。 (粗)付加価値が経済活動に参加した経済主体 (制度部門)の間に所得として分配される過程

を記録する所得勘定 IncOme accounts。 そして、所得勘定は、さらに次の4つの勘定に分解される。

Ⅱ。1 生産諸要素 (制度部門)の生産活動への貢献に応じた所得の分配を記録する所得の発生勘定

Generation of income accountと 第 1次所得の配分勘急 locatioll of p五mary hcome account。

Ⅱ。2 租税や年金などの社会負担と社会給付などの経常移転による制度部門間の所得の再分配を記

録する所得の第 2次分配勘定Sec6ndary distribudon of income account。

Ⅱ。3 医療保険給付や政府の教育支出などの現物社会移転を計上する現物所得の再分配勘定

Redistribu■ on ofincome in kind accotmt。

Ⅱ。4 所得の第 2次分配勘定から把握される可処分所得の使用を記述する可処分所得の使用勘定

Use of disposable income account。

(6111N,OECE et aL(1993).邦 訳経済企画庁経済研究所国民所得部訳 (1995)。
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Ⅲ.可処分所得の使用の結果として決まる貯蓄の各部門への投入と資本ストックの変化を記述する

資本勘定 capid accounts

これらの勘定は、国民経済の経済活動の産業分類=「経済活動別分類」と経済主体別=「制度部

門別部類」で記述される。これまでの国民経済計算の国際基準であったSNA-68と 比べて、SNA-93

の改定の特徴のひとつは、社会保障制度にかかわる所得の再配分を把握するために、制度部門別に

これらの勘定体系を作成する
`点
にある。本稿の目的は、SNA‐93のこの構造的な改定を福祉国家ス

ウェーデンの経済分析に応用することにある。

SNA‐93における経済活動別分類と経済主体別分類の関係を整理すると、表2.1である。

表2.1:SNA-93の経済活動別分類と制度部門別分類の関係

<経済活動別分類> <制度部門別分類>

「
‐……‐ ・非金融企業

・産業 (農林水産業、製造業、建設業等〉………十一…… ・金融機関
L=……_ 。家計 (個人企業を含む)

・政府サービス生産者 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ¨ ‐ ‐ ‐ ‐  
・ 一 般 政 府

・対家計民間非営利サービス生産者 ―――――………‐・対家計民間非営利団体

産業は、必要に応じて産業大分類。中分類。小分類等に基づく経済活動別分類で統計が作成され

る。表2.1の制度部門「一般政府」は、必要に応じて中央政府、社会保障基金、地方政府に分割さ

れる。なお、以下では、対家計民間非営利団体Non pront hstitudOn serving householdを 簡略化の

ために「NPISH」 と表記する。

以上を基礎に、SNA‐93の勘定体系の基本構造を見てみよう。

I  生産勘定PrOduction account

生産勘定の基本構造は表2.2である。勘定表では支払が左列に、受取が右列に記録される。なお、

勘定表の各項目の先頭の記号はSNA‐93項ロコードである。

市場価格表示の産出高から「生産物に課される税一生産物への補助金」を差し引いた基礎価格表

示の「産出高」が受取として記録され、このことが表2.2では受取を表す右列の該当欄に×記号で

示されている。「中間消費」は支払として左列に記録され、「固定資本減耗」も同様である。以上
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は、基礎価格表示であるので、「生産物に課される税一生産物への補助金」は、制度部門別の生産

勘定には表れず、それらを集計した経済全体の生産勘定にのみ、受取として右列に記入される。こ

うした取り扱いをする理由は、経済全体の産出高を市場価格表示に戻すためである。各制度部門の

生産勘定のバランス項は、

付加価値=産出高―中間消費―固定資本減耗

であり、左列最終行に記録される。経済全体の生産勘定の場合のみ、「生産と輸出に課される税―

生産と輸出への補助金」が加えられて、

付加価値=産出高―中間消費+(生産と輸出に課される税‐生産と輸出への補助金)一 固定資本減耗

がバランス項として、左列最終行に記入される。

注)右列第3表の (× )は、経済全体の生産勘定にのみ表れることを表す。

I.1.1 所得の発生勘定Generation of income account

基礎価格表示の付加価値 (=国内純生産)が右列第 1行に記録され、制度部門の経済活動への貢

献に応じた所得の発生が左列第2行以下に記録される。「Dl雇用者報酬」は賃金 。給与だけでな

く社会保険料の企業負担分などの雇用にかかわるすべての直接費用を含む。「D2生産と輸入に課

される税」は「生産物に課される課税」と「その他の生産に課される税」の合計であるが、前者は

「VAT型税」、「輸入関税」、「輸出税」そして「その他」から構成される。「D3生産と輸入ヘ

の補助金」も同様に「D21生産物への補助金」、「その他の生産への補助金」の合計であり、前者

は「生産物への補助金」「輸出入への補助金」「その他生産への補助金」に分けられる。所得の発

生勘定のバランス項として、残差としての企業の営業余剰と個人企業の混合所得が記録される。

表 2.2 :生産勘定PrOduction account

Pl        産出高
P2       中間消費

生産物に課される税―生産物への補助金

固定資本減耗

(純)付加価値/国内純生産
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表2.3:所得の発生勘定Genera■ on ofincome accollnt

Bln    付加価値/国内純生産
Dl      雇用者報酬
D2     生産と輸入に課される税
D3      同補助金 (一 )
B2n      営業余剰
B3■      混合所得

経済研究11巻 2号

×

×

×

I.1.2 第 1次所得の配分勘定AIlocation of p‖ mary in∞me account

「第 1次所得の配分勘定」は、経済活動における制度部門の貢献に応じた雇用者報酬、営業余

剰・混合所得等にくわえて財産所得の支払 。受取を記録する。同一の制度部門が財産所得の支払も

受取も同時に行うことがあるので、「D4財産所得」は支払の左列と受取の右列の両側に記入され

る。

第 1次所得の配分勘定のバランス項は、第 1次所得バランスと言われ、所得再分配前の基礎とな

る「所得」にあたる。経済全体の第 1次所得バランスは、経済活動に伴う海外への所得移転と海外

からの所得移転を含み、概ね国民経済全体の国民所得に一致するが、海外 (Rest of the World)と

の関係では政府開発援助ODAな どの政策的な海外への経常移転は含まない。

表 2.4:第 1次所得の配分勘定Alocation of prlmtt mcome accollnt

受取

I.2 所得の第 2次分配勘定Secondary dist面bution ofincome account

所得の第 2次分配勘定は、制度部門間の貨幣による所得移転を記録する。「D5所得・資産に課

される経常税」は所得税や固定資産税などの経常税の支払と受取を、「D61社会負担」は年金保険

料や雇用保険料などの社会負担の支払と受取を、「D62社会給付」は年金給付や失業保険給付など

の社会保障関係給付の支払と受取を、それぞれ記録する。「D7その他の経常移転」は上記以外の

×

　

×

B2n      営業余剰
B3n      混合所得
Dl      雇用者報酬
D2    生産と輸入に課される税
D3     生産と輸入への補助金 (一 )
D4      財産所得
B5n    第1次所得バランス
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貨幣による所得移転の支払と受取である。したがって、所得の第 2次分配勘定を制度部門別に作成

し対照することで、制度部門間の所得再分配の流れを描き出すことができる。

表 2.5:所得の第 2次分配勘定SecOndatt distribu」 on ofincome account
支出

×

×

×

×

×

×

×

×

×

I.3 現物による所得再分配勘定Redbt‖ bution ofincome in Hnd acё ount

「現物による所得再分配勘定」は、所得の第 2次分配勘定により確定する可処分所得に、一般政

府および対家計民間非営利団体NPISHが家計に対し現物の形で給付する現物社会移転を考慮した調

整可処分所得を把握するための勘定である。家計の調整可処分所得は、「B6n可処分所得」に現物

社会移転を加えたものに等しい。それに対し、一般政府とNPISHの調整可処分所得は、それぞれの

可処分所得から現物社会移転を差し引いたものである。

現物社会移転は、一般政府から家計への医療保険給付などの「現物社会給付」と、無料またはそ

れに近い価格で供給される教育サービスなど、政府やNPISHか ら家計に供給される「非市場財・サ

ービスの対個別移転」から構成される。

国民経済の所得再分配の構造を分析する際には、現金による所得再配分だけでなく、現物によ

る社会移転を考慮することが重要である。「現物社会移転」は、受取側は家計、支払側は政府と

NPISHである。「現物社会移転」は、政府部門が費用を負担する医療保険給付などの「現物社会給

付」と、政府部門とNPISHが提供する「非市場サービス・財の対個人移転」に分けられるが、この

点は、第4節で示すスウェーデンの所得再分配の構造分析のポイントの一つである。

B5n     第 1次所得バランス
D5     所得・資産に課される経常税
D61      社会負担
D62      社会給付
D7     その他経常移転
B6n      可処分所得

表 2.6:現物による所得再分配勘趣 edistribu■ on ofincome in kind account

B6n      可処分所得
D63      現物社会移転
B7n      調整可処分所得
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I.4.1 可処分所得の使用勘定Use of dbposable income account

「可処分所得の使用勘定」は、可処分所得から最終消費支出を差し引いた残りを貯蓄として示す。

「P3最終消費支出」は、家計、政府、NPISHが行うが、家計の最終消費支出と政府の最終消費

支出は、その経済的意味あいが大きく異なることに注意すべきである。家計の最終消費支出は、家

計が消費活動のために費消した財・サービスの合計額に等しいが、政府部門の最終消費支出は、各

種の公共サービスの生産額から有料で供給した販売額を差し引いた自己消費に家計への医療保険給

付等の現物社会給付を加えたものである。政府最終消費支出は、一般行政サービス、防衛、治安な

どの「P32集団消費支出」と家計への現物社会移転である「P31個別消費支出」から構成される。

NPISHの最終消費支出も同様に、産出高から有料で提供した販売額を控除した自己消費であるが、

その内訳は個別的消費支出だけである。なお、家計の最終消費支出には、帰属家賃などの自己消費

を含む。

次に、「D8年金基金年金準備金の変動」については、年金のうち給付と負担がリンクしていな

いものは社会保障基金に分類されるのに対し、給付と負担が金融市場の市場収益率に基づく保険数

理で結びついている場合には、社会保障基金に分類されず、別途、年金基金に分類される。年金基

金は家計の金融取引の一部をなすとみなされる。そのために、年金基金の負担が給付を上回る場合

でも、年金基金の貯蓄としてではなく家計の貯蓄として計上され、家計の貯蓄増加として処理する

ために年金基金年金準備金の変動として記録することになる。

Ⅱ.4.2 調整可処分所得の使用勘定Use of adiusted dbposable income account

「調整可処分所得の使用勘定」は、表2.7の可処分所得の使用勘定の「B7n可処分所得」と「P

4最終消費支出」に「D63現物社会移転」を加えたものであり、現物社会移転を加えた可処分所得

の使用勘定である。「P4現実最終消費支出」は「P41現実個別消費支出」と「P42現実集団消費

支出」から構成される。政府部門は個別消費支出と集団消費支出を、NPISHは個別消費支出をおこ

なう。表2.7の「B8n貯蓄」と表2.8の「B8n貯蓄」は一致する。

表2.7:可処分所得の使用勘定Use Of disposable income account

B7n      可処分所得
P3      最終消費支出
D8    年金基金年金準備金の変動
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B6n      調整可処分所得
P4      現実最終消費支出
D8    年金基金年金準備金の変動
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表 2.8:調整可処分所得の使用勘定Use Of attusted disposable income account

支出 受取

最後に、前述したSNA‐93の基本勘定の「Ⅲ資本勘定 capitd accounts」 については、本稿の目的

であるスウェーデンの所得再分配構造のSNA統計分析のためには当面必要ないので、資本勘定につ

いてはここでは触れない 0。

2.2 SNA‐ 93に おける制度部門間の所得再配分

表 2.5の「所得の第2次分配勘定」を制度部門別に作成し1枚の表形式にならべると、制度部

門間の所得再配分の流れが浮かび上がる。簡単な数値例でこのような表形式を示したのが表2.9

である。この表では「D5所得 。資産に課される経常税」を横行方向に見ると、Sll非金融企業Non

hancid corporationsが24、 S12金融機関Financial corpora■ onsが 10、 S14家計Householdが 178、 海

外部門Rest of the world(ROW)が 1を納税し、S13-般政府General governlnentが合計213を徴

収したことを表わしている。また、社会保険料などの「D61社会負担」はS14家計が総額322を支払

い、Sll非金融企業が14、 S12金融機関力湾9、 S13-般政府が268そ して、S15対家計民間非営利団体

(NPISH)が 1だけ収納したことを記録している。以下、「D62社会給付」と「D7その他経常転

移」についても同様である。その結果、各制度部門間の所得再分配の結果として第 1次所得バラン

スが増減して、その結果が可処分所得である。たとえばS14家計の第 1次所得バランス1367が所得

再分配の結果として可処分所得は1164になったのに対し、S13-般政府の第1次所得バランス197は、

可処分所得では358に増加している。

経済全体で見ると第 1次所得バランスの合計は、国内で制度部門間の所得再分配が行われている

限り、変化しない。表 2.9で は、海外部門との所得再分配があり、海外部門から国内制度部門ヘ

の支払いが「D5所得・資産に課税される経常税」と「D7その他経常転移」で合計10、 それに対

し海外部門の受取りが「D7その他経常転移」の39である。海外部門の支払は国内への所得移転を、

海外部門の受取は国内いずれか制度部門から海外へ所得移転を意味する。したがって、経済全体の

可処分所得は、その差29(=海外への所得移転39-海外からの所得移転10)だけ第 1次所得バラン

ス1661から減少し、1632(=1661-29)に なっていることを、制度部門間別「所得の第2次分配勘

定」の表形式は表現している。

×

　

×

　

×

×

　

×

(7)lIN,OECE et al(1993)参照。
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表2.9:制度部門間別
支出

「所得の第2次分配勘定」の表形式
受取

T ROW S13 ROW T

1 178          10    24

322

1         289    29    13

2    71   139    46    11

第1次所得バランス

所得税 。資産税

社会負担

社会給付

その他経常移転

72    19   197  1367     6

213

14    39   268           1

332

10    49   108    36    36

1661

213

322

332

278

40  1164   358    22    48 可処分所得

注)United Nations,Statistics Dividon:1993 SNA‐ Table of Contents,131]の 解説のための数値例より作成。Sllは非金

融企業、S12は金融機関、S13は一般政府、S14は家計、S15は対家計民間非営利団体NPISHを あらわすSAN‐93の制度部

門コード、また、ROWは海外部門、Tは総計である。

2.3 SNA‐ 93と社会保障の問題領域

「所得の第2次分配勘定」を表 2.9の ように制度部門の表形式に並べることで、貨幣による所

得再分配を把握することができる。しかし、福祉国家の経済的側面の分析のためには、現金による

所得再分配の流れをフォローするだけでは十分でない。すなわち、第1に、「所得の第2次分配勘

定」と「調整可処分所得の使用勘定」で記述される現物社会給付にかかわる諸制度は、福祉国家の

もうひとつの重要な側面である。第 2に、「所得発生勘定」と「第 1次所得の配分勘定」に記録さ

れる雇用者報酬の支払と受取の制度部門間の関係のうち、一般政府サービスの生産
。供給にかかわ

る公的雇用は雇用問題そのものではあるが、他面では所得再分配の性格をあわせ持つ。そして、第

3に、「可処分所得の使用勘定」あるいは「調整可処分所得の使用勘定」における政府最終消費支

出は、その内訳を分析することで、福祉国家の現物社会給付の内実を明らかにすることができる。

SNA‐93は、社会保障 。社会福祉にかかわるこれらの問題領域をカバーすることを目的のひとつ

として改定されたことは初めに述べたが、貨幣による所得再分配、現物社会給付、公的雇用による

雇用者報酬の支払と受取、政府最終消費にける社会保障関連項目にかかわる問題領域が別々の勘定

に記録されており、福祉国家の所得再配分構造の全体像を把握するためには、これらの関係を総体

として把握しなければならない。次に、国民国家の経済活動の全体を把握する包括的な理論的フレ

ームワークの問題を節を改めて考察しよう。
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3 SNA‐93勘定体系と国民経済モデル

国民経済の 1年間の経済活動を記述するSNA‐93の勘定体系と、国民経済の構造や運動を把握す

る国民経済モデルの間には密接な関係がある。本節はSAN-93と の関連でいくつかの基本的な国民

経済モデルを取り上げ、それらの理論モデルの特徴を明らかにするともに、国民経済の所得分配・

再分配の構造を把握するための国民経済理論モデルをSNA…93体系との関係で考察する。

3.1 産業連関表と社会会計マトリックスSAM

国民経済の一定期間の経済活動を総体として記録するのが国民経済計算の勘定体系であり、その

国際基準力ヽ NA‐93である。SNA‐ 93の部分体系のひとつとして産業連関tinpu● output tableが ある。

産業連関表は、商品×商品あるいは産業×産業の投入・産出関係を包括的に記録するマトリックス

形式の統計表である (3.1参照)。

産業連関表を産業×産業の投入 。産出関係としてみれば、産業連関表の内生部門の縦列は、

SNA-93の経済活動別生産勘定と同じ構造をしており、産出高、中間消費 (=中 間投入)、 固定資

本減耗、生産と輸入に課せられる税、同じく補助金、所得の第 1次配分を経済活動別 (=産業別)

に示している。最終需要部門の縦列は、最終需要各項目 (民間最終消費支出、政府最終消費支出、

民間国内総資本形成、公的国内総資本形成、輸出、輸入)ごとに各産業からの生産物購入額とその

構成を記録している。他方、産業連関表の横行は、各産業の生産物が中間消費あるいは最終需要と

(8)United Nations(1999),Hallldbook of hput‐ Output Table.を 参照。

表 3.1:産業連関表の基本構造 0

産
業

ｎ

産
業

２

産
業
１

（控
除
）
輸
入

輸
出

国
内
総
資
本
形
成

政
府
最
終
消
費
支
出

民
間
最
終
消
費
支
出

家
計
外
消
費
支
出

産業 1

産業 2

産業 n

投
入
肩

成

・
付
加
価
値
構
成

販 路 構 成

付
加
価
値
部
門

家計外消費

雇用者報酬

固定資本減耗

間接税

(控除)補助金

営業余剰・混合所得
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して各部門にいくら販売されたかを示している。

産業連関表は、国民経済の経済活動を包括的に把握するフレームワークを与えているが、その基

本的な視点は制度部門別ではなく、経済活動別に「生産勘定」と「所得の発生勘定」、そして財・

サービスの販路構成を記録する。したがって、産業連関表は、制度部門間の所得分配 。再分配を把

握するための理論的フレームワークにはなりえない。それに対し、経済活動別の産業連関表と制度

部門別の所得勘定をリンクさせる国民経済の包括的フレームワークとして社会会計マ トリックス

social accounting mat五 x(以下、SAMと 略す)がある。社会会計マ トリックスSAMの基本構造を

簡略に示したのが表 3.2である。

表 3.2:社会会計マ トリックス

生産要素 制度部門

酬
②

詢
①

鉢
０

躙
③

軸
⑥

刻
⑤

資本勘定 1 海外部門

活動  (1)
商品  (2)
労働  (3)
資本  (4)
家計  (5)
政府  (6)
資本勘定 (7)

海外部門 (3)

国内商品供給

中間投入

賃金

資本レンタル

輸入

労働所得  資本所得

輸出補助金

個人消費  政府消費

所得移転

直接税

貯蓄   政府貯蓄
外貨準備増減

輸出

資本流入

合計  (9) 総費用   総供給 要素所得  要素所得 家計所得  政府支出 投資  外国為替流ス
注)De Melo and Robinson(1982),p.156から作成.

表3.2を用いてSAMの考え方と基本構造を簡単に見ておこう。SAMは各部F訳 1)～(8)の勘定を列

と行にマトリックス形式で配置したものである。縦列はその部門の支払いを、横行は受取りを表し、

列和と行和は恒等的に等しい。表3.2の活動(1)は産業連関表の産業部門 (経済活動別)に対応し、

活動(1)の列和でしめされる総費用は、行和でしめされる総産出高に等しい。商品(2)の列和は総供給

を、行和は総需要を表し、それらは互いに一致する。要素所得勘憲 3)と餡)は、経済活動に参加した

労働に対する賃金 。給与等の支払と資本に対する資本レンタルの支払 (各行の和)が、列方向で労

働所得と資本所得になることを示す。表 3.2で は、制度部門は簡単化のために家計(5)と 政府(6)の

2つ としている。家計(5)の横行の各項目の受取を所得として縦行に記入される支出をおこない、そ

の残差として貯蓄が決まることを表す。政府(6)も 同様に、行和の受取と列和の支払の差が政府貯蓄

になるというバランス関係を示している。資本勘定(7)の行和は総貯蓄を表しt列和は総投資を表し、

それらは互いに等しい。海外部門Rest of the World8)は 、行和で輸入等に伴う外貨の受取 (=内貨

の支払)を、列和では輸出や資本流入等による外貨の支払 (=内貨の受取)を記録し、外貨準備の

増減でバランスさせている。

現在、社会会計マトリックスSAMは、一般均衡理論を実証的研究に適用する応用一般均衡分析

Computable General Equilibrium Analysisの 基礎データ形式として、CGEモデルの構築とその構
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造に即したデータ形式を作成する包括的フレームワークとして用いられている。研究目的により、

SAMの産業の部門分割や制度部門の構成は多様であるが、SAMはマトリックス形式で生産・分

配・支出等の諸関係を表現する国民経済の経済活動を包括的に把握する理論的フレームワークを与

えている。

国民経済のマクロ統計分析の観点から見ると、SAMは制度部門別勘定体系と経済活動別勘定体

系を統合する統計表としての包括性と一貫性をもつが、産業連関表が備えているような分析上の操

作性と機動性には欠けている。産業連関表は、いくつかの仮定の下で産業連関モデルに展開するこ

とで、経済の構造分析や政策の波及効果分などに用いられている。SAMは、たとえば本稿の目的

である国民経済の所得再分配のためには、かえつて利用しにくいものになつている。本稿の課題の

国民経済の社会保障の問題領域の考察のためには、SAMのフレームワークでSNA統計データを処

理するのではなく、すでに所得再分配を考慮して設計されている国際基準SNA‐93の勘定体系を直

接反映した分析枠組みを工夫することが必要である。

3.2 森嶋通夫 (1984)「経済連関表」とSNA… 93体系

森嶋通夫 (1984)は、1993年の国民経済計算の国際基準SNA¨93で実現した制度部門別の勘定体

系と同じ考え方を基礎に、国民経済の包括的な分析枠組みを国民経済の理論モデルとして提起して

いる。それが表3.3の「経済連関表」である。

前述のように産業連関表は、産業×産業の関係を基礎に縦列で生産と所得の発生勘定を表すとと

もに、横行で産業の生産物の販路構成を示している。それに対し、「経済連関表」は、SNA-93の

用語法で言えば、経済活動別分類と制度部門別分類を連結させて、生産勘定から可処分所得の使用

勘定そして資本勘定までを包括的に表現する理論モデルであるといえよう。

表3.3の経済連関表は、縦列は部門 (産業、家計、企業、政府、その他)をあらわし、横行は、

最初の2行は企業が供給する財 (消費財と資本財)を、中間の6行が費用項目を、最後の4行が債

券、定期預金、外国通貨 (外国為替)、 貨幣 (国内貨幣)をあらわす。そして、プラスが支払をマ

イナスが受取を意味し、各列和は各部門の予算制約上、恒にゼロである。それに対し、行和は、必

ずしもすべての行和がゼロになるとは限らない。第 1行と第2行は総供給と総需要の一致を想定す

るとそれらの行和はゼロである。第3行から第8行は、所得の支払いと受け取りおよび所得の再分

配を表す限りで行和はゼロである。第9行日から第12行 日は金融取引を表すが、各行の和はゼロで

ない場合もありうる。最後の4行の行和の合計は金融市場のワルラス法則から恒にゼロでなければ

ならない。
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表3.3:経済連関表の基本構造

生
産
財
産
業

消
費
財
産
業

(1) (2)

政
府

外

国
貿
易

企
業

の
投
資
部

門

金

利
生

活
者

企
業
者

労
働
者

(3)  (4)  (5)  (6)  (7)  (8)

為
替
安
定
基
金

中
央
銀
行

市

中
銀

行

(9) (10) (11)

(1)

(2)

財

財

費

本

消

資 ▲

▲ Ｏ

Ｏ

Ｏ

ＯＯ

O O O

(3)賃金

(4)減価償却

(5)輸入

(6)税金

(7)利潤

(8)利子

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

O▲

O O O
▲

□ □ □ □

O

□  □

(9)債券

(10)定期預金

(11)外国為替

(12)貨幣

□ □ □ □

□

□    □
□ □ □ □

□

□

□

□

□

□  □  □
注)▲はマイナスで記入される受取りを、○はプラスで記入される支払を、そして□は
(支払―受取)の純支払であらわしてマイナスの場合もプラスの場合もありうる。

第 1列 と第2列は付加価値の生産と所得の発生を表す。第 3列は労働者の予算制約を意味し、賃

金所得―所得税―消費財購入=期末保有貨幣増減 (貯蓄)である。以下同様に、各部門の予算制約

を表す。第 5列の金利生活者の金融取引についてみれば、債券の購入はプラス、売却はマイナスで

示され、そのネット分が第9行第 6列に記入される。金利生活者は、金融資産の利子収入をもとに、

消費財購入、所得税の支払、債券の売買、定期預金の売買、そして外国為替の売買、貨幣の売買を

行うことを第6列は意味している。さらに、第9行の債券は、債券の売買の結果、ある部門の購入

は他の部門の売却に対応し、売買が成立する限り行和はゼロになる。

経済連関表は理論モデルとして森嶋によって1984年に提案されたが、経済連関表の理論モデルの

枠組みで実際の国民経済の経済活動を把握するためには、部門別の勘定に従う国民経済計算の統計

が作成されなければならなかった。実際には、「経済連関表」の部門分割とは異なっているにして

も、制度部門別の勘定体系が整備されるには1993年のSNA…93ま で待たなければならなかったので

ある。し

(9)筆者は、森嶋 (1984)の 経済連関表のアイディアを実証的な研究に生かそうと試みたことがあるが、SNA‐93以前のために
マクロ経済統計上の制約があり、理論的な考察の範囲を超えることはできなかった。浅利 (1986)参照。
浅利一郎 (1986)「地域所得の形成と循環―その理論的考察」、『現代先端技術と地域経済』1985年度科学研究費補助
(一般研究A:課題番号59410014、 代表 :上原信博)研究成果報告書、静岡大学、1986年 1月
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3.3 SNA‐ 93制度部門別勘定体系の総括表の作成

経済連関表のアイディアは、各部門の収支と産業 (商品)の供給と需要を連結することであ

る。しかし、SAN…93の経済活動別および制度部門別の勘定体系を用いてこのアイデイアを実現す

る「経済運関表」を作成することは不可能ではないにしても、膨大なデータ処理作業を必要とする。

その上、研究目的によっては、経済連関表を作成してもSNA‐93の制度部門別分類では不十分な場

合もあり、その意味では国民経済計算のSNA統計を用いる実証的研究はSNA-93の枠組みに制約さ

れる。

たとえば、政府部門の社会保障関係の経済活動の把握を目的とするならば、経済連関表の基本設

計を変更しなければならない。第1に、政府部門を、「一般政府」一部門ではなく、少なくとも中

央政府、社会保障基金、地方政府に分けること、第2に、すでに説明した政府最終消費支出の経済

的意味を反映させるためには、消費財産業を少なくとも民間企業、政府対家計サービス生産者、対

家計民間非営利団体NPISHに分割すること、第 3に、部門間の所得再分配を記録するために、社会

給付と社会負担の新たな行を導入すること、第4に、社会保障上の現物社会移転を取り入れる調整

をおこなうことなどが必要である。これらの点のいくつかはすでにSNA-93の個々の勘定体系で実

現されている。

本稿では、経済連関表そのものを作成するのではなく、経済連関表のアイデイアを生かして制度

部門の予算制約を基礎に据え、その上で、制度部門間の関係を明示する制度部門別勘定体系の総括

表の作成を提案する。ここでイメージする制度部門別勘定体系の総括表の基本的な構造を示すなら

ば表3.4である。

表3.4:制度部門別勘定体系の総括表
S15

家
計

一
般
政
府

金
融
機
関

非
金
融
企
業

海
外
部
門

合

計

I

Pl       産出高
P2      中間消費
D21‐D31 生産物へ課される税一生産物への補助金
Kl      固定資本減耗

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

▲

○

Ⅱ.1.2

Dl      雇用者報酬
D2     生産と輸入に課される税
D3      同補助金
D4      財産所得

○ ○ ○ ▲ ○

□ ○ ○ ▲ □

□

　

　

　

□

0

0

Ⅱ.2

D5     所得・資産に課される経常税
D61      社会負担
D62      社会給付
D7     その他経常移転

○
　
　
○

□

○

○

▲

□

▲

▲

○

□

○

▲
　
　
□

○

▲
　
　
□

□

　

　

　

□

Ⅱ.3 D63      現物社会移転 ○  ▲  ○

Ⅱ.4.2

Ｐ４

Ｄ８

現実最終消費支出

年金基金年金準備金の変動

〇

〇    ▲ 0

B8n 貯 蓄 □ □ □ □ □
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注)各項は、純支払 (=支払‐受取)で記入するので、プラスを意味する○は支出あるいは支出超過、マイナスを意味する▲
は受取あるいは受取超過、□はプラス/マイナスの値をとりうることを意味する。合計欄のOは行和がセロであること、一
は行和がゼロにならないことを意味する。列和は制度部門の予算制約から恒等的にゼロである。

制度部門別勘定体系の総括表の考え方は、第1に、表3.4の各項に純支払額 (=支払―受取)を

書き入れることで、各制度部門の予算制約を縦列和 =ゼロで表現するようにSNA‐93の勘定体系を

連結させること、第 2に、横行で制度部門間の支払と受取を表現し、受取合計額と支払合計額の一

致から、行和 =ゼロで表すことである。

以上の2点を表3.4に即して説明すると次のようになる。第 1点目の勘定体系の連結については、

「 I生産勘定」、「Ⅱ。1.2第 1次所得の配分勘定」、「Ⅱ.2所得の第2次分配勘定」、「Ⅱ。3現

物による所得再分配勘定」、「Ⅱ.4.2調整可処分所得の使用勘定」を、表3.4にあるように、縦

方向に連結する。すなわち、表 3.4の第 1行日から第4行 日 (第 1ブロック)が「 I生産勘定」

であり、各列の最初の4行の和はその部門の「Bln付加価値」に一致する。第5行日から第8行日

(第 2ブロック)は「Ⅱ。1.2第 1次所得の配分勘定」であり、第 1行日から第8行日までの和は

「B5n第 1次所得バランス」になる。第9行日から第12行 日 (第 3ブロック)は「Ⅱ.2所得の第

2次分配勘定Jに対応し、第 1行日から第12行 日までの和は「B6n可処分所得」である。第13行 日

(第 4ブロック)は「Ⅱ。3現物による所得再分配勘定」に対応し、第 1行 日から第13行 日までの

和は「B7n調整可処分所得」に一致する。第14行 日から最終行 (第 5ブロック)は「Ⅱ.4.2調整

可処分所得の使用勘定」であり、第 1行日から第15行 日までの和が「B8n貯蓄」となる。

第2に、表3.4の総括表が、制度部門間の支払―受取の関係を行和 =ゼロで表現するというのは、

次のような関係である。受取をマイナス、支払をプラスで記入することで、たとえば、第9行日の

「D5所得・資産に課される経常税」は、Sll非金融企業、S12金融機関、S14家計、S15対家計民間

非営利団体が支払う所得税・資産税をプラスで記入し、その合計額力ヽ 13-般政府の所得・資産税

の税収額としてマイナスで記入することで、第 9行の行和はゼロにするということである。この

ことにより、制度部門間の貨幣による所得の発生 。配分・再分配が明示されることになる。たたし、

すべての行和がゼロになるわけではない。たとえば第 1行日の「Pl産出高」の行和は、総産出高

であリゼロにはならない。「 I生産勘定」の各項目は同様である。それに対し、第5行日の「Dl

雇用者報酬」は、海外部門を含む制度部門間の支払・受取関係から、行和は常にゼロである。
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4 スウェーデンの所得再分配構造のSNA統計分析

4.1 スウェーデンの国民経済計算SNA統計

スウェーデンの国民経済計算SNA統計は、スウェーデン政府の中央統計局SCB(Statisriska

Centralbyran)が 作成 。公表している⑩。スウェーデンの国民経済計算SNA体系は、基本的に国

際基準であるSNA‐93と そのEU版であるESA-95(the European system of National and regional

account,Eurostat,1995)に 準拠しているが、スウェーデン固有の経済構造や課題を反映して、経

済活動別分類と制度部門別分類にSNA-93と は異なるいくつかの特徴がある。本稿の研究目的との

関係で、SNA-93と スウェーデンSNAの制度部門別分類の相違と対応関係を整理したのが表 4。 1で

ある。

表 4。 1:SNA… 93と スウェーデンSNAの制度部門別分類の相違と対応関係

SNA-92 スウエーァンSNA

非金融企業 非金融企業 Non■nanchi corporaJons

金融機関 金融機関 日nanchi corporations

一般政府
General Government

tr*&fiT Central govemment

社会保障基金 Sochl security funds

ifiEJfi Municipalities

県  Oounty counci:s

家計
家計 &NPISH Household and NPISH

NPISH

出所)SNA‐ 93,p.30.SCB(1979),p.104.

表4.1に まとめたように、SNA-93の制度部門「一般政府General government」 は、スウェーデ

ンSNAで は中央政府、社会保障基金、市町村、県の4つの部門に分割されている。これは、政府が

生産、所得分配と再分配、消費の諸局面で大きな経済的役割を担っている福祉国家スウェーデンの

ありようを反映している。なお、2004年 12月 現在、スウェーデンの地方自治体は、21の県County

collncils(Landsting)と 290の市町村Mllnicipalities(Primttkommllner)に よつて構成されている。

第2の相違点は、SNA-93で は、家計部門と対家計民間非営利団体NPISHは区別される別の制度部

門として扱われているが、スウェーデンSNAで は、この2つの部門は統合され「家計&NPISH」 と

して記録されている。さらに、NPISHの取り扱いと関連してスウェーデンSNAでは、1993年～1999

年の間はひとつの独立した制度部門として「スウェーデン教会Chtlrch of Sweden」 が置かれていた。

001ス ウェーデン統計局SBCの Home Pageで公開されている統計データベースからSNA統計データ他が入手できる。
httpノ/―w.ssd.scb.se/databaser/makro/starLasp?lang 2
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スウェーデンSNA統計の勘定体系とヤ1度部門別分類に従つて、スウェーデンの制度部門別勘定体

系の総括表を構想すると表4.2の ようになる。1993年～1999年の総括表には、もひとつの制度部門

「スウェーデ教会」が加わる。

表4.2:ス ウェーデン制度部門別勘定体系の総括表

県

市

町
村

社
会
保
障
基
金

中
央
政
府

家
計

＆

Ｎ

Ｐ

Ｉ

Ｓ

Ｈ

金
融
機
関

非
金
融
企
業

海
外
部
門

合

計

I

Ｐｌ

Ｐ２

Ｋｌ

産出高

中間消費

固定資本減耗

Ⅱ。1。 2

Dl   雇用者報酬
D2  生産と輸入に課される税
D3   同補助金
D4  財産所得

Ⅱ。2

D5 所得・資産に課される経常税
D61   社会負担
D62   社会給付
D7   その他経常移転

Ⅱ.3 D63  現物社会移転

Ⅱ.4.2

Ｄ８

Ｐ４

年金基金年金準備金の変動
現実最終消費支出

B8n 貯 蓄

4.2 スウェーデンSNAの制度部門別勘定体系の総活表

スウェーデンの国民経済計算SNA‐ 93統計 (1993年～2004年)は、スウェーデン中央統計局SCBの

インターネット・データベースからデジタル・データとして入手することできるい。ただし、2004

年のSNA統計は一部速報値の為か、勘定体系のすべての項目が埋まっていない。そのために、2004

年については完全な形で制度部門別勘定体系の総活表を作成することはできない。本稿では1993年

から2003年 までの制度部門別勘定体系の総活表を作成する。それらの総括表は本文末にAppendix2

にまとめて収録しておく。作成した制度部門別勘定体系の総活表の基礎データは名目価格表示

(current p五 ce)であるために、名目値で成長率分析等を行うことにはあまり意味がない。そのか

わりに本稿では、所得分配 。再分配、社会保障等にかかわる構造分析とその時系列的な比較分析を

行うことで、福祉国家スウェーデンの社会保障にかかわる所得再分配構造とその変化を考察する。

まず、2000年のスウェーデンSNAの制度部門別勘定体系の総活表 (表 4.3)に基づき、2000年

スウェーデン経済の所得再分配の構造を分析することから始めよう。

0⇒ SCBの データベースのSNA統計の一覧表をAppendix2に 掲げておく。Apbendix2参 照。
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表4.3:2000年 スウェ‐デンSNAの制度部門別勘定体系の総活表

Gurrent Price

2000年 非金融企業 金融機関  夢黒嘉  中央政府 
社会
墜
障墨 市町村   県   ROW   Total

産出高

中間消費
固定資本減耗

-2,797,499   -131,401   -548,612   -202,345

1,622,592     48,981    265,791     95,014

178,597      7,255     37,381      21,332

-2872 -331,318 -128,157

2,584    117,058     45,256

68     21,968      6,992

翻

嗽

Щ

４

２

その他生産への課税―補助金
D.1   雇用者報酬
D.2  生産と輸入に課せられる税

生産に課せられる税の推計誤差
D.3   同上補助金
D_4   財産所得

５９

，

　

６０
，

一
３
，

３４
，

31,696      4,707     11,103     4,755         4     4,202     3,138

798,650     40,509  -1,181,966     01,315       216    190,232     72.800    -2,256

0          0          0   -360,310          0          0          0

0          0          0          0          0          0          0

0          0          0     25,011          0      0,390      6,302

13,354     20,661    -50,540     56,920    -33,592     -5,702       -366    -14,235

).5所得・資産に課される経常税
).61   社会負担
).62現物社会移転以外の社会給伺
).7  その他経常移転

21,966    407,155   -156,220        0   -227,461   -100,743       350

-87,646    427,881   -197,741   -126,024     -4,684     -2,914

26,521 -415,769  225,892  138,840  16,406   2,036
-16,048    -30,966    211,520    -74,380    -65,732    -37,389    -20,451

，
９５３

，

０７２

，
４７４

，
４９６

一

3.63  現物社会移転 0   -400,163     35,365 0    230,344    130,954

).8.g年金基金年金準備金変動
D.41 現実個人消費支出
D4, 暉室集団消善す 出

2,006     44,502    -52,736         0         0     4,420      1,800

0          0   1.496.580          0          0          0          0

0          0          0    135,204      2,872     40,976      5,613

3.3.n    貯蓄 511253     11,993     34,361     24,288     93,084      4,643      -982              222,52(

4.2.1 スウェーデンSNAの制度部門別勘定体系の2000年総活表

すでに説明したように、制度部門別勘定体系の総活表は、上から最初の (点線で区切られてい

る)ブロックが「 I生産勘定」、第 2のブロックが「Ⅱ。1.2第 1次所得の配分勘定」、第3のブ

ロックが「Ⅱ.2所得の第2次分配勘定」、第4のブロックが「Ⅱ.3現物による所得再分配勘定」、

第 5のブロックが「Ⅱ。4.2調整可処分所得の使用勘定」に対応している。

各項目は純支払 (=支払―受取)で記入され、第 1行日から各ブロックの最終行までの和は、そ

れぞれ「Bln付加価値」、「B5n第 1次所得バランス」、「B6n可処分所得」、「B7n調整可処分

所得」に等しい。また、列和は恒等的にゼロである。たとえば、家計&HPIHSはマイナスで記入さ

れる「Pl産出高」、「Dl雇用者報酬」、「D4財産所得」、「D62現物社会移転以外の社会

給付」、「D7その他経常移転」、「D63現物社会移転」、「D8g年金基金年金準備金の変動」の

合計額2,680,752(100万 SEK、 以下同じ)を受取り、プラスで記入される「P2中間消費」、「Kl

固定資本減耗」、「D29-D39そ の他生産への課税―補助金」、「D5所得・資産に課される経常

税」、「D61社会負担」、「P41現実個人消費」の合計額2,646,391を支出し、その差として「B8n

貯蓄」が34,361に なることを示している。他の制度部門も海外部門 (ROW)をのぞいて同じである。

列和力`恒にゼロであるに対し、横行方向ではすべての行で行和がゼロになるわけではない。しか

し、所得分配、所得再配分にかかわる行の和は海外部門を加えるとかならずゼロになる。第1に、

1次所得の発生と配分にかかわる「Dl雇用者報酬」は、プラスで記入される各制度部門からの支

払合計が、 (マイナスで記入される)家計&NPISHが受け取る雇用者報酬総額になる。ただし、家

計の雇用者報酬総額は、家計&NPISHの生産活動における家計&NPISHか ら家計&NPISHへの支払

と受取は相殺されるのでその分総額から差し引かれている。この点は、雇用者報酬の発生分析を行
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う時には注意を要する点である。「D4財産所得」についても海外部門を含めて支払総額と受取総
額は等しく、したがって行和はゼロになる。第 2に、所得再分配にかんする「D5所得・資産に課
される経常税」、「D61社会負担」、「D62社会給付」、「D7その他経常移転」、「B63実物
社会移転」、「D8g年金基金年金準備金の変動」の各行は、海外部門を含めると支払い総額は受取

り総額に一致するので、行和はゼロになる。たとえば、表 4。 2では、社会保険料などの社会負担は

家計&NPISHが総額で424,881(100万 SEK)を支払い、他の制度部門がマイナスで記録されている

額だけそれぞれ受取っている。

4.2.2 スウェーデン国民の負担と給付

スウェーデン経済全体の国民所得に対する租税負担率、社会保険料等の社会負担率、租税と社会

負担をあわせた国民負担率、そして社会給付 (貨幣的給付および視実物的給付)率、そして国民負

担に対する社会給付の割合である国民還元率を2000年総括表から求める。

4.2.2.1 国民所得

市場価格表示の国民所得は定義により雇用者報酬、企業所得、財産所得、「生産と輸出に課され

る税―同補助金」の合計額であり、表4.2の総括表では経済全体の第 1次所得バランスに等しい。

表 4.2では、第 1次所得バランスは総括表の構造から、Total列 の第2ブロックまでの合計 (―

1,940,362)か ら、海外部門の受取である雇用者報酬 (-2,256)と財産所得 (-14,235)を差し引い

た額である。すなわち、

国民所得=1,940,362-(2,256+14,235)=1,923,871(100万 SEK)

海外部門の (純)受取を差し引くのは、それらが国内経済からの (純)支払いであるからである。

4.2.2.2 租税負担額、社会負担額、国民負担額

国民経済の租税総額は、総括表では「D2生産と輸入に課される税」と「D5所得・資産に課さ
れる経常税」の総計である。「D2生産と輸入に課される税」は「D21生産物と輸入に課される課

税」と「D29その他の生産に課される税」の合計であり、さらに前者は「VAT型税」、「輸入関

税」、「輸出税」そして「その他の諸税」から構成される。総括表ではt中央政府の「D2生産と
輸入に課された税」の受取額 (-360,310)と 、「D5所得・資産に課される経常税」の中央政府、
市町村、県の受取額の合計 (-492,424)の 和に等しい

租税負担額=360,310+492,424)=852,734(100万 SEK)

次に、社会負担の記帳原理は、雇用主の社会保険料等負担は第1次所得配分勘定では雇用者報酬

に含めて支払として記入し、所得の第2次分配勘定で雇用者の社会負担とあわせて「社会負担」項
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目に記入するというものである。しがって、雇用主負担の社会負担を含めて、経済全体の貨幣的な

社会負担額の支払と受取の制度部門構成は「D61社会負担」に集約的に示される。2000年の社会負

担額は、

社会負担額 =427,881(100万 SEK)

である。したがって、国民負担額 =租税負担額 +社会負担額であるから、

国民負担〓852,734+427,881=1,280,615(100万 SEK)

4.2.2.3 租税負担率、社会負担率、国民負担率

以上から、スウェーデンの2000年の租税負担率、社会負担率、国民負担率を求めることができる。

租税負担率 =852,734/1,923,871=44.3%

社会負担率 =427,881/1,923,871=22.2%

国民負担率 =1,280,615/1,923,871=66.6%

2000年スウェーデン経済では、 1次所得バランスの約 3分の 2を租税あるいは社会保障保険料な

どの形で主に政府が徴収している。スウェーデンが、他国と比べて「高福祉 。高負担」の福祉国家

といわれる根拠のひとつがここにある。ただし、本稿では、他国との比較分析、すなわちクロス・

カントリー分析を課題としていない。

4.2.2.4 社会給付 (貨幣的給付および視実物的給付)の社会給付率と給付構造

社会給付は主に家計への社会保障関係の給付等であるが、それらは貨幣的な社会給付 と現物社会

給付に区別される。総括表では、「D62現物社会移転以外の社会給付」と「D63現物社会移転」が

それぞれの行に記録される⑫。

現物社会移転以外の社会給付 =415,769(100万 SEK)

現物社会移転 =400,163(100万 SEK)

したがって、

現物社会移転以外の社会給付率 =415,769/1,923,871=21.6%

現物社会移転率 =400,163/1,923,871=21.6%

社会給付率 =815,932/1,923,871=42.4%

4.2.2.5 国民還元率

以上から、国民負担率 =66.6%、 国民給付率 =42.2%で あるから、租税および社会負担の合計であ

⑫ なお、「D7その他の経常移転」は、「非生命保険料と保険給付」、「政府部門内の経常移転」、「経常国際協力」、「その
他」からなり社会保障の問題領域にかかわらないので、社会保障にかかわる所得再分配の考察対象から除外している。
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る国民負担に対する社会給付の割合である国民還元率は、2000年総括表では、次のようになる。

国民還元率〓社会給付率/国民負担率=42.4%/66.6%=63.7%

2000年スウェーデンでは、国民負担のうち63.7%が、何らかの形で国民に還元されている。

4.2.3 家計負担率、家計給付率、家計還元率

家計部門の租税負担率、社会負担率、家計総負担率、家計給付率、そして家計への還元率を総括

表から求めてみよう。ただし、表4.3にあるように、スウェーデンの制度部門別分類で家計は単独

に分類されていない。以下の計算は、「家計&NPISH」 に関する負担と給付を計算の基礎にしてい

る。また、家計の租税負担は、VAT型税の最終負担者が家計であることを踏まえて、総括表4.3

の家計&NPISHの 租税負担は、「所得・資産に課される経常税」と中央政府の受取になっている

「生産と輸入に課せられる税」の合計として計算する。

家計租税負担率=(生産と輸入に課せられる税 +家計の所得・資産に課される経常税)

/家計の第 1次所得バランス=52.3%

家計社会負担率=家計の社会負担/家計の第 1次所得バランス =29。2%

家計負担率=家計租税負担率+家計社会負担率=52.3%+29。 2%=81.5%

家計給付率=家計の (貨幣的社会給付 +現物社会移転)

/家計の第 1次所得バランス=28.4%+27.3%=55.6%

家計還元率=家計給付率/家計負担率=68.3%

2000年スウェーデンの所得再分配で、「家計&NPISH」 部門は負担の68。3%を何らかの社会給付

や社会移転として受取つている。家計還元率は、国民還元率よりも4.6%ほ ど度高い。

4.2.4 所得再分配効果

「D2生産と輸入に課される税」をのぞく制度部門間の所得再分配は、総括表 4。 3の第 3お よ

び第4ブロックで記録され、これらのブロックの行和はゼロである。制度部門間の所得再配分の制

度部門ごとの効果は、各制度部門の第3ブロックと第4ブロック内の列和で示すことができる。次

の表4.4は、2000年の制度部門別の所得再分配効果である。

表4.4:制度部門別の所得再分配の効果 非金融企業 93,851

金融機関 -55,207

家計&NPISH -11,862

中央政府 118,816

社会保障基金 -62,364

市町村 -50,677

県 -12,456

ROW -20,101
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表4.4は総括表と同様に、マイナスは受取超過、プラスは支払超過であるから、2000年のスウェ

ーデン経済の所得再分配の、トータル効果は、中央政府と非金融企業が支払超過でその他の部門が受

取超過である。ただし、ここで言う所得分配の効果は、総括表4.4の第 3ブロックと第4ブロッ

クに記録される所得再分配システムの効果を示しているのであって、「D2生産と輸入に課される

税」を含む負担と給付の全部効果ではない。家計&NPISHの所得再分配の全部効果は、前項で示し

た「家計還元率」で表される。

2000年の所得再分配効果について見ると、政府部門内でほぼ支払と受取は等しく、かつ政府部門

内で所得再分配の方向は、「中央政府から地方自治体と社会保障基金へ」である。所得再分配効

果の経済全体の合計は、所得再分配の定義からゼロであるので、海外部門を含めると民間部門内で

も所得再配分は完結していることになる。民間部門内では、非金融企業の支払は、家計&NPISHと

金融機関の受取におおむね一致している。このことは、表4.4を 円グラフにした図4.1からも見

て取れる。円グラフの右半分が支払を、左半分が受取を表す。そして、中央政府の支払を表す角度

は、社会保障基金、市町村、県の受取を表す角度の合計にほぼ等しく、非金融企業の支払いの角度

は、金融機関、家計&NPISH、 海外部門の受取を表す角度の合計に概ね等しいことが見て取れる。

図4.1:2000年 スウェーデンの制度部門別の所得再分配のトータル効果

家計&NPISH
-11862

海外部門
…20101

県
~12456

4.2.5 雇用者報酬の発生とその構成

スウェーデンの福祉国家を考察する時、公的雇用の問題は最も重要な論点のひとつである。雇用

問題それ自体は、所得再配分の問題ではないし狭義の社会保障の問題ではない。しかし、スウェー

デンの場合、表 4.5に示すように、公的雇用の比率が雇用構造として常に30%を超えており、この
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ような経済では、公的雇用が「所得再分配」的性格をもつことは否定できない。また同時に、高い

水準の公的雇用は、国民生活の経済的安定の確保のための重要な手段となっている。国民生活の経

済的安定は雇用確保によって最も確実に担保できるからである。

スウェーデンSNAの 制度部門別勘定体系の総括表4.2に基づき、雇用者報酬の発生とその構成

を分析しよう。

雇用者報酬の制度部門ごとの発生については、「家計&NPISH」 を除いて他の制度部門は、そ

れぞれ総括表の「Dl雇用者報酬」行にプラスで記入されている額に一致する。問題は、「家計
&NPISH」 である。「家計&NPISH」 部門も生産活動を行っており、この部門の生産活動に参加し

た人々に雇用者報酬を支払っている。制度部門別勘定体系の総括表では、「家計&NPISH」 から

「家計&NPISH」 への支払と受取は互いに相殺される。「家計&NPISH」 における雇用者報酬の相

殺部分は総括表には現れない。そのために、別途、スウェーデンSNAの所得派生勘定に戻って「家

計&NPISH」 から「家計&NPISH」 へ雇用者報酬の支払を確認する必要がある。、

注)SCB,Staistical yearbook of Sweden 2006,Statistika Centralbyrttp.312.

「家計&NPISH」 から「家計&NPISH」 への

雇用者報酬の支払を考慮に入れた、2000年スウ

ェーデン経済における雇用者所得の発生の制度

部門構成は表 4.6である。表 4.6よ り、2000

年の雇用者報酬の公的部門での支払は中央政府、

社会保障基金、市町村、県を合わせて総雇用者

報酬の28.2%で あり、公的雇用者数の比率31.8%

におおむね匹敵している。

表 4。 6:2000年 スウェーデンの制度部門別
雇用者報酬の支払額

表4.5:ス ウェーデンの公的部門雇用 (同比率)と民間部門雇用

19鉾年
1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

年

年

年

年

０１

０２

０３

“

1,147

1,135

1:111

1:072

1,089

1,106

1,102

1,079

1,089

1,095

４３７
福
佃
４２３
４２‐
４３２
４２８
４２４
４‐７
４０８
４‐７

２４６

２３３

２２７

２２２

２２０

２‐６

２‐９

２２２

２２８

２３４

２３７

1:392     35.4%
1,368    34.3%
1,338    33.8%
1,294     33.0%

1,308     32.9%
1,322     32.5%
1,321     31.8%

1,301     30.7%
1,318     31.10/0

1,329     31.4%

2,097     3,491
2,170     3,540
2,189     3,529
2,203     3,499

2,246     3,558
2,310     3,636

2,406     3,731

2,508     3,815
2,504     3,827
2,494     3,826

20004 100万 SEK 構成比

非金融企業

金融機関

家計 &NPISH

中央政府

社会保障基金

市町村

県

798,650

40,509

39,307

81,815

216

190,232

72,800

65.3%

3.3%

3.2%

6.7%

0.0%

15.5%

6.0%

丁otal 1,223,529 100.0%
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4.2.6 政府最終消費・現物社会移転と社会保障

4.2.6.1 政府最終消費と現物社会移転

社会保障にかかわる所得再分配の問題を国民経済計算SNA体系のマクロ経済レベルで考察すると

き、最も重要な要因のひとつが政府最終消費と現物社会移転である。すでに第2節で説明したよう

に、政府部門の最終消費支出は、政府サービス生産者としての各種の公共サービスの産出高から有

料で供給する販売額を差し引いた公共サービスの提供額を、自己消費したものとして記録する。こ

れを非市場サービスの提供という。その経済的意味は以下である。政府部門が生産した公共サービ

ス・財の産出高は、公共サービスの生産のための中間消費、雇用者報酬、固定資本減耗、生産と輸

入に課せられる税―同補助金等の費用から計算される。公共サービスの産出高の中には、政府が費

用を負担する医療保険給付等の現物社会給付も含まれる。公共サービスの産出高のうち有料で販売

した以外は、「無料」で提供した公共サービスである。しかし、SNA統計上は「無料」公共サー

ビスの提供は、政府が自ら消費したものとして記録することにより「無料」公共サービスに市場的

評価を付与することが可能になる。「政府最終消費支出」は、一般行政サービス、防衛、治安など

の「P32集団消費支出」と、家計への「無料」公共サービスの提供 (現物社会移転)である「P31

個別消費支出」に分けられる。「無料」公共サービスは受取側である家計から見ると「現物社会移

転」であり、支出側である政府部門から見ると政府最終消費のうちの「個人別消費支出」となる。

政府部門とNPISHに よる家計への「現物社会移転」には、政府が費用を負担する医療保険給付等の

「現物社会給付」と「非市場財・サービスの対個人移転」にわけられる。

なお、スウェーデンSNAでは、制度部門として家計とNPISHが統合され、「家計&NPISH」 が

ひとつの制度部門であるために、NPISHに よる家計への現物社会移転は受取と支払の一致により相

殺されている。

4.2.6.2 2000年 スウェーデン総括表における現物社会移転

2000年スウェーデン総括表 4.3から、現物社会移転を見ると、総額で400,163(100万 SEK)が

家計&NPISHに移転され、その支払部門は、中央政府が35,365(8.8%)、 市町村が230,844(57.7

%)、 県が133,954(33.5%)で あることがわかる。そして、政府各部門の政府最終消費支出から、

それぞれ現物社会移転支払分が差し引かれて現実個人消費はゼロになり、現実政府最終消費支出は

現実集団消費支出のみ記録される。

次に、
"00年
の政府最終消費支出の内訳を見ると表 4.7である。
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同上構成比 総 計 甲哭蝸 地万政府 雨町村 県

(1)一般公共サービス
(2)防衛
(3)治安
(4)経済関係
(5)環境保護
(6)住宅・地域アメニティ
(7)保健
(8)文化
(9)教育
(10)社会保護

100%
100%
100%

100%
100%

100%

100%

100%
100%

100%

54.1%

99.8%

83.1%

69.8%

58.7%

17.7%

1.9%

17.1%

15.4%

15,9%

45.90/0

O.2Vo

16.9%

3O.2Vo

41.3Y0

82.370

98.1%

82.90/o

84.6V0

84.1V0

36.6%

0.2%

16.9%

30.2%

41.3%

82.3%

1,70/0

79.5%

83.5%

82.90/0

9。 3%
0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

96.4%

3.4%

1.1%

1.2%

合  計 29,7% 70.3% 46.5% 23.9%

個人消費支出
集団消費支出

10.9%

68_50/・

89.1%

31.5%

55.2%

28.3%

SNA-93では政府最終消費支出は、表4.7の 10の項目に分類される。この内、(7)保健135,223、 (9)

教育133,106、 l1014EL会保護126,273の大分部は「個人消費支出」 (合計394,602)で あり、(1)公共サー

ビスから(6)住宅・地域アメニテイと(8)文化は概ね「集団消費支出」 (合計190,226)で ある。政府最

終消費支出に占める「個人消費支出」 (合計394,602)の割合は67.5%に達する。また、「個人消費

支出」 (合計394,602)の支払部門の構成は、中央政府10。 9%、 市町村552%、 県33.8%である。以上

の政府最終消費支出における個人的消費支出と集団的消費支出の項目による区分は、厳密には、各

項目で個人消費支出と集団消費支出にわけて集計すべきである。しかし、総括表4.3の「B63現

物社会移転」との対比で、個人消費支出と集団消費支出の基本的な区分は大きくは相違しないこと

が分かる。すなわち、総括表4.3の「B63現物社会移転」は400,163(100万SEK)で表4.6の「個

人消費支出」 (合計394,602)に ほぼ一致する。また、現物社会移転の支払部門の構成は、中央政府

8.8%、 市町村57.7%、 県33.5%であり、「個人消費支出」の支払部門の構成にきわめて近い。

政府最終消費支出のうち社会保障にかかわる所得再分配は(7)保健とl1014■会保護であり、(9)教育は一

応社会保障の問題領域には入らない。しかし、スウェーデン福祉国家にとって公的雇用にかかわる雇

用政策とともに、教育のあり方を決める教育政策は、最も重要な福祉国家の柱のひとつである。

S[

表4.7:2000年スウェーデンの政府最終消費支出

総 計 地万政府 市町村 県

(1)一般公共サービス
に)防 衛
0)治 安
3)経 済関係
6)環 境保護
3)住 宅口地域アメニティ
7)保 健
3)文 化
0)教 育
〔10)社会保護

60,306

46,280

26,876

35,995

1,078

3,562

135,223

16,129

133,106

126.273

32,605

46,169

22,331

25,140

633
630
2,572

2,752

20,490

20.119

27,701

111

4,545

10,855

445
2,932

132,651

13,377

112,616

106.154

22,088

111

4,545

10,855‐

4451

2,9321

2;2481

12,8271

11馴

5,613

130,403

550
1,520

1.481

合  計 584.828 173.441 411.387 271.820 139.567

個人消費支出(7)+(9)+(10)
集団消費支出(1)～ (6)+(9)

394,602

190.226

43,181

130.260

351,421
59_966

21o,017
53_803

133,404

6.163
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4。 3 1993年～2003年スウェーデン経済の所得再分配構造

2000年の制度部門別勘定体系の総括表 4。 3を中心に、2000年スウェーデンの所得再分配構造を見

てきた。同様の所得再分配構造の分析を1993年から2003年の制度部門別勘定体系の総括表に対し適

用することで、1993年～2003年スウェーデン経済の所得再分配構造の変遷を分析する。

4.3.1 国民負担率、国民給付率、国民還元率

1993年から2003年の制度部門別勘定体系の総括表から、国民負担率、国民給付率、国民還元率を

計算し、グラフにしたのが図4.2～図4.4である。

図4.2:1993年 ～2000年スウェーデンの国民負担率、国民給付率、国民還元率

るこ7% 64.0% 647% 
‐637%648%

r・
1% 42.噺  43.3%  処3%

1993      1994      1995      1996      1997

図4.3:1993～ 2000年年スウェーデンの国民租税
負担率、国民社会負担率、国民負担率

1998      1999      2000      2001      2002      2003

図4.4:1993年 ～2000年スウェーデンの国民現物
社会移転率、国民社会給付率、国民給付率

80.0%

60.0%

40.0%

20.0%

0.0%

1993 1994 1995
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図 4。 2は、1993年以降1990年代を通じてスウェーデンの国民還元率は一貫して低下してきたこと

を示している。国民還元率の低下は、国民負担率は概ね60%前半で安定していたのに対し、国民給

付率が1993年の53.3%か ら徐々に低下し2000年の42.2%ま で10%以上も低下したことによる。1993年

から2000年の国民給付率低下の内訳を図4.4で見ると、社会給付率は3.3%の低下であるのに対し、

現物社会移転は7.6%の低下である。2000年代に入ると国民負担率の若干の低下と国民給付率の回復

基調で、国民還元率は70%台に戻ってきている。

4.3.2 家計負担率、家計給付率、家計還元率

1993年から2003年の制度部門別勘定体系の総括表により試算した家計負担率、家計給付率、家計

還元率をグラフにしたのが図4.5である。

1993 1995 1996

図4.5に示したようび家計負担率と家計給付率の推移はドラステイックである。1990年代を通じ

て家計負担率は1993年76.3%か ら1999年85.1%に まで上昇し、他方、家計給付率は1993年67.2%か ら

1999年60.9%に まで低下している。純負担率 (=家計負担率―家計給付率)で見ると1993年の9.1%

から1999年には24.2%に まで拡大している。1990年代に低下した家計還元率は2000年代に入り若干

の回復を見るが、1990年代のこれらの指標の推移から、1990年代は福祉国家スウェーデンにとって

変革期であったことが推測できる。しかし、それでもなおスウェーデンは70%台の家計負担率と60

%前後の家計給付率を維持しているという点で、スウェーデンは福祉国家は「崩壊」したというよ

図4.5:1993年 ～2000年スウェーデンの家計負担率、家計給付率、家計還元率

― 射 負担率

J卜家計給付率

― 針 還元率

76.3%     77.9%     77.7%    77.1%
743% 733%｀   /747% 7● 5%

63,9% 61.10/0 60.20/0 60.670 60'970
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うな判断をすることはできないだろう。

4.3.3 所得再分配効果の推移

1993年から2003年の制度部門別勘定体系の総括表を用いて、所得再分配効果の変化を見てみよう。

図4.6:1993年 ～2000年スウェーデンの所得再分配のトータル効果

400000

300000

200000

100000

0

-100000

-200000

-300000

-400000

図4.7:1993年 ～2000年スウェーデンの所得再分配の効果

現物社会移転を含まない場合

現物社会移転を含む場合
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図4.6と 図4.7は、「現物社会移転を含まない場合」と「現物社会移転を含む場合」に分けて

所得再分配効果を表したものである。所得再分配は定義により、ある制度部門の支払は他の制度部

門の受取に等しく、制度部門別には受取超過部門と支払超過部門があるとしても、社会全体では受

け取り総額は支払い総額に一致する。図 4。 6と 図4.7は、所得再分配の効果を、制度部門別にマ

イナスで表される受取超過部門と支払超過部門に分けてその効果を表すが、それらの合計が等しい

ことが示されている。

総括表の第3ブロックおよび第4ブロックの列和で示される所得再分配効果は、「現物社会移転

を含まない場合」 (第 3ブロックで把握される)、 主要な支払超過部門は家計&NPISHと 中央政

府、そして受取超過部門は市町村と県である (図 4.6参照)。 社会保障基金は、2000年度前後して

支払超過部門から受取超過部門に転換している。「現物社会移転」を含む場合 (第 3お よび第4ブ

ロックで把握される)、 様相は全く変化する。図4.7か ら、この場合の主要な支払超過部門は非金

融企業と中央政府、そして受取超過部門は家計&NPISH、 市町村、県であることが分かる。社会保

障基金は、この場合にも、2000年度前後して支払超過部門から受取超過部門に変わっていることが

注目される。

次の図4.8は、家計&NPISHの 1993年～2000年の所得再分配効果を、家計の第 1次所得バラン

スで基準化して表したものである。第 1次所得バランスは、所得再分配前の基礎となる「所得」

であり、経済全体では市場価格表示の国民所得に対応する。マイナスは所得再分配効果の受取超過

を、プラスは支払超過を表すことは、これまでと同じである。図4.8から注目できる点は、「現

物社会移転」を含まない家計の所得再分配効果と「現物社会移転」を含む所得再配分効果は、第 1

次所得バランスで基準化すると、この両者の総効果は、1990年代から現在まで概ね一定であるとい

うことである。すわなち、「現物社会移転」を含む所得再分配効果の受取超過率から、「現物社会

移転」を含む所得分配効果の支払超過率を差し引いた総効果は次のように計算される。たとえば、

1993年の「現物社会移転」を含む所得再分配効果の受取超過率 -12.3%、 「現物社会移転」を含む

所得分配効果の支払超過率は18。1%であるから、その差は、-12.3%-18.1%=-30.4%で ある。こ

れは、「現物社会移転」を含む所得再分配の総効果である。この計算の意味は次のように言える。

現物社会移転を考慮しない時に支払超過であった状態が、現物社会移転を考慮することで、支払超

過が受取超過に転じる。そのとき総効果は、支払超過を打ち消してなお受取超過に転じるわけだか

ら、受取超過―支払超過で把握される。この関係を家計の第1次所得バランスで基準化したのが図

4.8である。こうして試算される所得再分配の総効果を1993年から2003年の11年間で見ると、平均

29.2%、 標準偏差0。9%で大きく変動していない。図4.8では、所得再分配の総効果は上下の伸びた

棒グラフの全体の高さであらわされるが、その高さは概ね一定である。このことにより、1990年代

以降、スウェーデン福祉国家の負担と給付の制度的な仕組の変更や改革があったことは、総効果の
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棒グラフの移動で示されるが、棒グラフの高さには変化がなく、福祉国家の本質にかかわる所得再

配分の総効果を変えていないと言うことができる。

口現物社会移転を含まない所得再分配効果

□現物社会移転を含む所得再分配効果

4.3.4 公的雇用と雇用者報酬

前掲の表4.5を もとに公的部門雇用、民間部門雇用そして雇用主 。自営業者数の構成比をグラフ

にあらわしたのが図4.9である。

図 4。 9:1993年～2000年スウェーデンの公的部門雇用、民間部門雇用そして雇用主 。自営業者数

図4.8:1993年～2000年「家計&NPISH」 の所得再分配効果

1998年  1999年  2000年
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スウェーデンでは1993年以降、全就業者に占める公的雇用の割合は、1993年の37.8%か ら2003年

の30.1%ま でほぼ一貫して下させてきたとはいえ、それでもなお30%以上を維持している。こうし

た雇用構造を反映して、雇用者報酬の発生部門の官民構成も概ね同様の傾向を持つことが図4.10か

ら明らかである。

4.3.5 政府最終消費支出の構成の推移

所得再分配の問題を考察する時、直接的な社会給付の効果だけでなく、現物社会移転の効果が重

要であり、2つの効果を合わせた総効果を見る必要があることは、「所得再分配効果の推移」の項

ですでに述べた。そして、スウェーデンSNAの制度部門別勘定体系の総括表では、現物社会移転

は、政府最終消費の個人消費支出に等しく、かつ政府最終消費支出の個人消費支出は、政府最終消

費支出の項目別には R7)保健」、 R9)教育」、「l10141会保護」に対応している。図4.11は、経済

全体の第 1次所得バランスと政府部門全体の第 1次所得バランスに対する政府最終消費支出の割合

の1993年～2003年の推移である。この間、スウェーデン経済における政府最終消費支出の第 1次所

得バランス (=国民所得)に対する割合は、30%～32%の幅で安定している。

図 4。10:1993年～2000年スウェーデンの雇用者報酬の官民比率
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図4.11:1993年～2000年スウェーデンの政府最終消費支出の推移

Ψ
潮

3ヽ2鶴

鴻

次に、政府最終消費支出の3項 目「(7)保健」、「(9)教育」、「l101社会保護」について、政府最

終消費支出に占める割合と、それを提供した政府部門別に表したのが次の図4.11か ら図4.13であ

る。

第1に、政府最終消費支出のこの3項 目は、それぞれ20%を超える比率をもち、3項目で政府最

終消費支出の3分の2以上を占めている。第2に、政府最終消費の3項目の政府内部での提供部門

は、かなり明確に分かれていることがグラフから読み取れる。すなわち、 R7)保健」は主に県が所

管している。それに対し「(9)教育」と、「l1014EL会保護」は、市町村が担当している。これは、スウ

ェーデンの地方自治制度における県と市町村の関係が、行政 。法制上の指導監督関係ではなく、所

掌事務範囲と権限の区別にあることを反映している。

図 4。12:1993年～2000年スウェーデンの政府最終消費支出の内「保健」

2z1U/" 21.a7% a2.20% '\*r z2.os% 22-21% n::u:
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図4.13:1993年 ～2000年スウェーデンの政府最終消費支出の内「教育」

図4.14:1993年 ～2000年スウェーデンの政府最終消費支出の内「社会保護」

1993  1994  1995  1990  1997  1998  1999  2000  2001  2002  2003

中央政府。県・市町村の所掌事務範囲の概Wを示すと表4.8の ようになる。

l131藤井20031,p.10.
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表4.8:ス ウェーデンの政府部門内の所掌事務範囲

中央政府 地域計画 市町村

外愛・防衛

司法・治安・警察

高等教育

住宅政策

労働市場政策

交通・通信政策
エネルギー政策

環境政策

国土計画

広域交通

他

産粟振興

文化政策

地方交通

障害者ケア

保健・医療

他

霧務教育

高等学校教育

成人教育

都市計画

住宅供給

児童福祉

高齢者福祉

障害者福祉

生活保護

地方交通

環境保護

電気・ガス・水道

公衆衛生

他

マクロ経済分析から見ると、福祉国家スウェーデンの制度面の特徴が、「保健」「教育」「社会

保護」の3分野における政府最終消費支出の規模とそれらの安定した推移に表れていが、政府部門

内の支払構成比の変化は制度改革の進展を表現している。
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5 まとめ

以上、本稿では、大きく分けて2つの問題を考察した。ひとつは、1993年に改定された国民経済

計算SANの 国際基準SNA‐93の意義とそれを利用する国民経済モデルのフレームワークの問題であ

る。もうひとつは第1の問題の考察を踏まえ、福祉国家スウェーデンの所得再分配構造の分析に取

り組んだ。

国民経済計算の国際基準の改定にともなうSNA‐93と 国民経済モデルの考察から、明らかにした

ことを要約的にまとめると次のようになる。

第1に、国民経済計算の国際基準SNA‐ 93は従来のSNA-68の所得支出勘定を大きく改定し、これ

により国民経済の所得再分配が制度部門別に整合的に記述できるようになった。このことにより、

SNA‐93に準拠したSNA統計を作成している国の所得再分配構造の一貫した分析が行える。

第2に、所得再分配の全体像は、所得支出勘定だけでなく、生産勘定、所得発生勘定、第 1次所

得の配分勘定、第2次所得の分配勘定、所得使用勘定のトータルな関係を踏まえて理解することが

重要である。

第3に、そのために、これらの諸勘定が記述する国民経済の諸関係を包括的かつ整合的に把握す

る国民経済モデルのフレームワークが必要であり、所得再分配の分析のためのフレームワークとし

て制度部門別勘定体系の総括表を提案した。

第4に、総括表を用いることにより、SNA‐93に準拠した国民経済の整合的なマクロ経済データ

を用いて分析できる。

そして、第 5に、社会保障諸制度との関係で所得再分配の問題を考察する時、総括表を用いるこ

とで、貨幣的な社会給付に加えて、現物社会移転を政府最終消費支出との関係で明示的に考察でき

る、こと等である。

次に、SNA‐93の制度部門別勘定体系の総括表を、スウェーデンのSNA統計に対して作成し、そ

れを用いてスウェーデン経済の所得再分配構造の分析をおこなった。そこで明らかにした点は以下

である。

第1に、1990年代初め3年にわたってマイナス成長に陥った福祉国家スウェーデンは、国民負担

率、国民給付率、国民還元率で見る限り、1990年代を通して国民負担率の5%弱の上昇、国民給付

率の10%を超える低下、したがつて国民還元率の10%以上の低下を経験した。これらの指標の変動

は、国民経済の所得再分配を考えるとき無視できないくらい大きいが、それでもなお、スウェーデ

ンは60%を越える国民負担率、45%程度の国民給付率、70%以上の国民還元率を維持している。

第2に、家計負担率、家計給付率、家計還元率についても概ね同じ傾向を示している。

第 3に、総括表を用いて試算した家計への所得再配分効果は、貨幣的な社会給付の低下を補う現

物社会移転の拡大により、1990年代から2000年初めにかけて、概ね変化していない。
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第 4に、スウェーデンの就業者総数の30%を超える公部門雇用は、一面では雇用問題であるとと

もに、他面では「所得再分配」的な性格をもつ。公的部門の雇用率は1990年代通じてその水準を徐々

に低下させてきたが、未だ30%を超える水準を維持しており、それが雇用者報酬の制度部門別の発

生比率に反映している。

第 5に、福祉国家スウェーデンの所得再分配構造を支える重要な柱の一つが現物社会移転であ

る。現物社会移転、は内容的には、政府最終消費支出の内訳の「保健」、「教育」、「社会保護」

を中心とした公共サービスの国民への現物移転である。これらは、3項目合わせて政府最終消費支

出の60%以上を占め、この傾向は1990年代から現在まで大きく変わつていない。

第 6に、スウェーデン福祉国家の所得再分配構造の考察から、1990年代を通してスウェーデンが

進めてきた社会保障制度の改革は、マクロ的な所得再配分構造の変化のなかにかなり明確に表れて

いる。しかし、家計の所得再分配の総効果分析の結果が示すように、スウェーデンが長い年月をか

けて到達した福祉国家の本質的な所得再分配構造を大きく変化させたとまでは評価できない。1990

年代を通して低下したとはいえ、60%を超える国民負担率に示される高負担は、高福祉があってこ

そ国民に受け入れられているからである。

最後に、本稿の課題との関連では、今回の論じることができなかった問題についてまとめ、本稿

を終えることにする。

第 1に、SNA…93の制度部門別勘定体系の総括表を理論的フレームワークとしてスウェーデンの

所得再分配構造を考察したが、同じ方法で他の国との比較分析を行うことが必要である。国際比較

は、スウェーデン福祉国家の「変容」を巡る議論をより広い観点か論じることを可能にする。

第2に、福祉国家スウェーデンの分析を所得再分配の構造分析に限定し、福祉国家と経済成長

の両立の問題を論じることができなかった。今回提案したSNA-93の制度部門別勘定体系の総括表

は、経済成長の分析フレームワークとして有効である6

第 3に、スウェーデン福祉国家研究としては、ミクロ的研究の成果で明らかにされている社会保

障諸制度の改革や変更が、マクロ経済的な所得再分配構造の変化のどのように反映したのかを明ら

かにする必要がある。

これらは、本稿に残された課題である。

[脱稿 :2000年 8月 13日 ]
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Appendix l:SNA Statistics Table Listin SCB Database.

丁able List

l.Gross domesuc product(GDP)and grOss nadonalincome(GNI)

2(Эverview of the Swedish economy 1993‐ 2004

3.Overview of the Swedish economy 1993‐ 2004

4.GDP:expendime approach 1993‐ 200

5.GDP:expenditure approach 1950-2003,aggregated

6.Supply and use by products 2003,ctlrrent p五 ces

7.GDP by type of producer,cllrrent p五 ces

8。 GDP by type of producer,constant prices

9.Emplopent by me ofproducer

10。 Value added,hours worked and labour productivity growth by kind of activity,market

producers and producers for own inal use

ll.Value added,current prices,by kind of activity,market producers and producers for own

mal use

12.Value added,constant p五 ces,and employment by kind of activity,market producers and

producers for own inal use

13.hcome and outlay and capital accounts

14.Actua1 6hal consumption

15.Households inal constlmption expenditure by purpose

16.Househ61d consumption expenditure by durability

17。 Goverrment inal constlmption expenditure by mction

18.GoverFment inal consllmption expenditure by type

19.Detailed stlrvey of outlays on inedical care and health

20.Transfers ittom general goverrlnent sector to household and non‐ pront institutions serving

households

21.Gross ixed capital forlnation by activity and by type of asset

22.Goverlment gross nxed capital fomation by purpose

23。 Stocks of島【ed assets,net,January lst each year
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Append破 2:1993年-2003年 スウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表
表All 1993年のスウェーデじ

1996年のスウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

942,059   33.800     19■ 741    73,422
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表A2:1994年のスウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

1,051,834     34,556      205,971     82,521 820    97,355    46,528

55Q704   27,458   -868,331   69,641
0      0        o      o
0        0          0  -267,933
0         0           0     58,370
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表Aa 1995年 のスウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

1,171,059   34,526     209,115    82,224

583,387    28,050    -905,980    69,313
0        0          o        o
0         0           0  -275,787
0        0          0    56,586
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624,482   30,178     -904476   72,245

0        0             0  -291,732
0        0             0    48,995
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-8,759   -49,138

6,001     21,809
325,673  -176,386      -84,695
-384529  210,190     117,864
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表A駐 1997年のスウエーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

1999年のスウエーデンSNA制 度部門別勘定体系の総括表

2000年のスウエーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

機関  家計とNPISH 金  市町村

D.2   中間消費
(1  同申奮六減熊

-2,250,618 -130,023   -469,033 -172,650    -2,142 -303,897 -116,889
1,280,374    37,667      233,308    78,717        1,209   110,000    43,722

田
Ⅱ
拓

その個王座への課祝=翻切霊
)1   雇用者報酬
生産に課せられる税の推計誤差
).2  生産と輸入に課せられる税
〕.3   同上補助金

650,334  32,398   -997,744  73,004     104 171,893  65,331   5,727  -1,731
0    0      0    0      0    0    0    0
0        0           0  -307.599            0        0        0        0
o         0            0    41,958            0     3,957     5,122         0

■5985  7995   -43_990  85347   -44_296  -4.574   -938   -411 -35.11〔
51,031

〕.01   社会負担
D.02現物社会移転以外の社会給伺
D7  その41疇営務鮭

350,921  -113,429
343,550  -178,980
-388,722   214,542
-24653   98.463

-88,098    -3,603    -3,001      -108
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-20 -50,030__― l"89___■99 _-43211

“
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).3.g年

'墨
壼年霊準備壼変動

).41 現実個人消費支出
3201   26,485    -29,746      0
0        0     1,303,006        0
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ｍ

表A6:1998年 のスウェーデンSNA制 度部門別勘定体系の総括表
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2001年 のスウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

2002年のスウェーデンSNA制度部門別勘定体系の総括表

1,711,205   44,645      273,707    98,073       2,439   124,787   47,320       0 2,302,1

86Q746   42,317   -1,264,158   85,713
0      0        o      o
0      0        0 -374196
0        0            0    23,101

274   201,304    75,996    -2,752
0        0        0        0
0000
0     3,602     6,813         0

-8,607   -91,535      451,368  -206.573

5,066    28,735      -427,968   230,862

-130,925  -4,454  -3274
143,564   10,409    3,332

43,614     281,517   10■ 587      2,466   129,035    50,228

878,911    45,650   -1,301845    90,450
0       0         o       o
0         0           0  -399,062
0        0           0    25,868

0     0     0     0  -1,691
0    0    0    o
0     3,707     6,462         0

郡I職響 班躙:礎郡‖ 1‖協 露諸 爛舒

0    1,622,917

表All:2003年のスウェーデンSNA制 度部門別勘定体系の総括表
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0       0        o       o
0        0          0  -417,977
0        0          0    25.513

284   223,885    84,140    -1,845

0        0        0        0  -41
0     4,551     7,393        0    37.
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468,411 -214347  -142,384
-485,519   270,755     155,355

0    0
0  1,689,721
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